
���

かると
　

本
人
の
知
ら
な
い
う
ち
に
第
三
者
に

よ
る
虚
偽
の
戸
籍
届
出
や
住
民
異
動
届

が
出
さ
れ
る
事
件
が
全
国
的
に
起
き
て

い
ま
す
。

　

市
は
、
不
正
に
よ
る
被
害
を
未
然
に

防
ぐ
た
め
、
戸
籍
（
婚
姻
・
協
議
離
婚

養
子
縁
組
・
協
議
離
縁
）
や
住
民
異
動

の
届
け
の
際
に
身
分
証
明
書
を
提
示
を

し
て
い
た
だ
き
、
本
人
で
あ
る
か
ど
う

か
の
確
認
を
行
い
ま
す
。

　

ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

▼
開
始
日　
　

月
１
日
�
か
ら

１０

▼
提
示
し
て
い
た
だ
く
身
分
証
明
書

�
戸
籍
届
の
場
合
…
運
転
免
許
証
や
パ

　

ス
ポ
ー
ト
な
ど
写
真
が
張
ら
れ
て
い

　

る
官
公
署
発
行
の
身
分
証
明
書

※
本
人
確
認
が
で
き
な
か
っ
た
届
出
人

　

に
対
し
、
届
け
出
が
あ
っ
た
こ
と
を

　

郵
便
で
お
知
ら
せ
し
ま
す

�
住
民
異
動
届
の
場
合
…
写
真
が
張
ら

　

れ
て
い
る
身
分
証
明
書
を
１
種
類
、

　

ま
た
は
健
康
保
険
証
・
年
金
手
帳
な

　

ど
２
種
類
以
上

▼
問
い
合
わ
せ　

市
民
課

　
　
　
　
　
　
　

（
�
○８５
 

１
８
５
５
）

　
　

月　

日
�
で
有
効
期
限
が
満
了
と

１０

３１

な
る
国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証
の
更

新
を
行
い
ま
す
。

▼
新
し
い
被
保
険
者
証　

世
帯
主
の
方

　

に
郵
送
し
ま
す
。
（
郵
送
時
期
は　
１０

　

月
中
旬
を
予
定
）
納
税
相
談
が
必
要

　

な
方
や
被
保
険
者
証
の
記
載
内
容
に

　

変
更
が
あ
り
、
届
出
が
必
要
な
方
は
、

　

保
険
証
を
郵
送
し
な
い
こ
と
が
あ
り

　

ま
す
。

▼
遠
隔
地
証
が
必
要
な
方　

修
学
や
旅

　

行
な
ど
の
た
め
遠
隔
地
証
が
必
要
な

　

方
は
、
郵
送
さ
れ
た
被
保
険
者
証
と

　

印
鑑
を
お
持
ち
に
な
り
、
国
民
健
康

　

保
険
係
（
市
役
所
１
階
４
番
窓
口
）

　

ま
た
は
各
支
所
で
交
付
申
請
の
手
続

　

き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
被
保
険
者
証
が
届
か
な
い
場
合　
　
１０

　

月
下
旬
ま
で
に
被
保
険
者
証
が
届
か

　

な
い
場
合
は
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ　

保
険
年
金
課

　
　
　
　
　
　
　

（
�
○８５
 

１
７
７
１
）

▼
日
時　
　

月
８
日
�　
　

時

11

14

▼
場
所　

し
ん
た　
21

▼
テ
ー
マ　

『
高
脂
血
症
を
も
っ
と
知

　

ろ
う
』

▼
講
師　
 
佐  
藤  
喜  
夫 
さ
ん
（
サ
ン
ク
リ

さ 

と
う 
よ
し 

お

　

ニ
ッ
ク
院
長
）

▼
参
加
料　

無
料

▼
問
い
合
わ
せ　

健
康
推
進
課
（
し
ん

　

た　

内
�
○８５
 

０
１
０
０
）

21

戸
籍
届
・
住
民
異
動
届
の
際
は

本
人
確
認
を
行
い
ま
す

　
　

〜　

月
１
日
か
ら
〜

１０

市
民
健
康
教
室
を

開
催
し
ま
す

登
別
市
職
員
給
与
な
ど
の
状
況

　

登
別
市
職
員
の
給
与
と
職
員
数
の
現
状

を
市
民
の
み
な
さ
ん
に
理
解
し
て
い
た
だ

く
た
め
、
国
家
公
務
員
の
給
与
と
比
較
し

な
が
ら
そ
の
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

市
職
員
の
給
与
は
、
そ
の
職
務
と
責
任

に
応
じ
て
支
給
さ
れ
る
給
料
と
、
扶
養
・

通
勤
手
当
な
ど
の
諸
手
当
か
ら
構
成
さ
れ
、

『
登
別
市
職
員
の
給
与
に
関
す
る
条
例
』

に
基
づ
い
て
支
給
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
給
与
の
改
定
に
つ
い
て
は
、
国

に
準
じ
て
行
っ
て
い
ま
す
。
（
国
の
場
合

は
、
毎
年
度
、
人
事
院
が
国
家
公
務
員
の

給
与
を
民
間
の
給
与
水
準
と
均
衡
さ
せ
る

こ
と
を
目
的
に
行
う
勧
告
に
基
づ
き
、
改

定
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
）

　

な
お
、
国
家
公
務
員
と
地
方
公
務
員
の

給
与
水
準
を
比
較
す
る
際
に
用
い
ら
れ
る

『
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
』
は
、
国
家
公
務

員
を　

と
し
た
場
合
、
登
別
市
職
員
は
平

１００

成　

年
４
月
１
日
現
在
で　

（
前
年
比　

１４

９６.４

０.２

ポ
イ
ン
ト
減
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

◆部門別職員数の状況　　　　　 （各年４月１日現在）

対前年増減数職　員　数
区　　　分

H１５H１４H１３H１５H１４H１３

６６６議 会

一般行政
部　　門

△４1１０２１０２１０６総務企画

△１２５２５２５税 務

１０△３△１５９６８６８９民 生

△８△２△６３４４２４４衛 生

１１１労 働

△１△１１０１１１１農林水産

△２１４１４１６商 工

△２△３５０５０５２土 木

１△１３△２５３３８３３７３５０小 計

△３５６５９５９教 育
特別行政
部　　門 １９１９１９１消 防

△３１１４７１５０１５０小 計

△２△１３△２４４８５４８７５００普通会計合計

△２△１１９２１２２水 道

公営企業
等　会　計
部　　門

１１２３２２２１下 水 道

△２１１２２２４２４そ の 他

△３１１６４６７６７小 計

△５△１３△１３５４９５５４５６７総　　合　　計

◆決算額に占める人件費の状況（平成１４年度普通会計決算額）

（参考）
Ｈ１３年度
人件費率

人件費率
（Ｂ／Ａ）

人件費
（Ｂ）

歳出総額
（Ａ）

住民基本台帳人口
（H１５年３月３１日現在）

％
２３.５

％
２１.７

千円
４，６９５，４５５

千円
２１，６３３，５１７

人
５４，５０３

◆職員給与費の状況（平成１５年度普通会計予算）

※人件費は、特別職の給与を含みます。（人件費＝給料＋諸手当＋退職手当＋共済費）

１人当たり
給与費
（Ｂ／Ａ）

給　　与　　費職員数
（Ａ） 計（Ｂ）期末・勤勉

手　　　当職員手当給　料

千円
６，８０９

千円
３，３０２，３３５

千円
８５９，２７７

千円
４１５，９８１

千円
２，０２７，０７７

人
４８５

◆平均給料月額と平均年齢　　　　　 （平成１５年４月１日現在）

※給与費は、特別職の給与と退職手当は含みません。（給与費＝給料＋諸手当）
※市は、独自の給与削減として、平成１５年度から管理職手当の削減（年間５,３００千円
　程度）を行っています。

技能労務職一般行政職区　　分

３５３，９３８円３５５，７５９円平均給料月額

３９３，２１７円４１６，６８１円平均給与月額

５１歳８月４４歳１１月平　均　年　齢

※給与月額＝給料＋諸手当

・

国
民
健
康
保
険
被
保
険
者
証
の

更
新
を
行
い
ま
す


